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第１ はじめに 

  本稿は，2009年２月９日から同月20日までの間実施されたカンボジア法整備支援本邦研

修の概略を紹介するものである。 

第２ 研修実施の背景 

  カンボジアは，内戦の終結後，我が国を含む諸外国や国際機関の支援の下，民主化と経

済復興を図ってきており，2004年にはWTO加盟を果たすなど，着実に国際社会の一員とし

て歩み始めてきている。特に，同年７月フン・セン首相は「四辺形戦略」と銘打った国家

開発戦略を発表し「グッド・ガバナンス」の確立を最優先課題として掲げている。 

  我が国は，従前から上記カンボジア政府の「グッド・ガバナンス」を目指す動きを支援

してきたところであり，1999年から開始された独立行政法人国際協力機構（JICA）による

「法制度整備プロジェクト（フェーズ１）」を通じて民法・民事訴訟法草案の起草支援を行

い，2003年３月に両草案をカンボジア司法省に引き渡し，ついで，民法・民事訴訟法法案

の立法化及び付属法令の起草を主眼として2004年４月から「法制度整備プロジェクト（フ

ェーズ２）」を開始し，2006年７月に民事訴訟法の成立，2007年12月に民法が成立する成果

を収めて，2008年４月に同プロジェクトは終了した。 

  しかしながら，民法，民事訴訟法がカンボジア国内において適切に運用されるためには，

不動産登記，供託など関連法令・制度の整備，法制度を運用する人材の育成などキャパシ

ティビルディングが不可欠である。 

  そこで，2008年４月より付属法令の起草の軸足をカンボジア側に移し，カンボジア司法

省（以下「司法省」という。）が民法・民事訴訟法が適切に運用されるために必要な施策を

とれるようにすることを主眼とした同プロジェクト（フェーズ３）が開始された。 

  本研修は，同プロジェクト（フェーズ３）の一環として，カンボジア側関係者を日本へ

招へいして実施したものである。 

  ところで，上記関連法令の一つである不動産登記制度は，不動産の取引など経済活動，

民事訴訟における保全・執行手続きのために不可欠な法的社会基盤であるところ，カンボ

ジアにおいては，現在，国土管理都市計画建設省（以下「国土省」という。）が所管する土

地法に基づいて土地の境界画定や不動産登記が行われている。しかし，同法は，登記の効
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力など多くの点で我が国が支援した民法と矛盾抵触する内容を含んでいる。民法適用後は

土地法の矛盾抵触する規定は失効することとされる予定であり，民法に則して既存の土地

法を改廃し登記制度を整備する必要があり，カンボジア側においても，そのために必要な

作業や解決すべき問題点の洗い出しなどを行う司法省と国土省による合同委員会が設置さ

れている。本研修においては，上記合同委員会の主要メンバーに対し，民法の起草に関わ

った日本側民法部会委員による講義や質疑応答，民事局による日本の不動産登記制度の説

明や東京法務局見学により，民法の土地法に与える影響や民法を反映した不動産登記制度

の在り方などについて理解を深めることを目的として実施された。 

  また，カンボジアにおいては，一般的に立法する際，人材の不足などから，十分な立法

の基礎となる社会調査や条文の検討，官庁間の調整が図られることなく，外国の支援機関

主導による立法が行われているのが現状であり，カンボジアの自立発展性を高めるという

キャパシティビルディングの観点から，本研修では，日本における法律の作り方や注意点

につき，民事局，参議院法制局などの担当者からの講義も行われた。 

第３ 研修内容等 

 １ 研修員 

   カンボジア司法省・国土管理都市計画建設省関係者合計14名であった（別添研修員名

簿参照）。 

 ２ 研修総括 

   本研修カリキュラムは，別添日程表のとおりである。 

   今回の研修では，研修の前半において，民法部会委員からカンボジア民法講義におい

て立法趣旨を踏まえた丁寧な説明と今後の制度整備に向けての助言が行われた。そして，

同部会委員を交えての協議も実施され，カンボジア民法の土地法に与える影響等につい

て活発に意見を交換することにより，疑問点が解消され，問題点を洗い出すことができ

た上，司法省と国土省の各実務レベル者間において，長年未解決であった土地法に基づ

き設定された物権の民法適用期日以降の取り扱いについて民法適用法で定めることが合

意され，研修員からは大きな成果を得ることができたとの評価を得た。また，日本の不

動産登記，法律の作り方，日本の法整備の経緯の講義については，今後どのようにカン

ボジアで法律の起草作業を行っていくかを考えるに当たって示唆に富んだ内容であり，

高度な知識を得ることができたとの高い評価を得た。 

   また，講義と併行して東京法務局不動産登記部門の見学を実施し，登記簿の変遷や登

記実務を実際に見聞させることにより，知識の立体的な伝達を図った。 

   その他，研修員からは，福利厚生面では全く問題なく充実した研修生活を送ることが

できたことに対し感謝の意が述べられた。 

   以上，本研修は，研修目的を十分に達成する有意義なものになったと思われる。 
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第４ 終わりに 

  最後に，御多忙の中，長時間にわたり極めて密度の濃い内容の御講義をいただいた松本

教授，南裁判官，浦川教授，野村教授，松尾教授，千葉補佐官，伊庭参事，武蔵参事，富

田局付（日程上の講義順），本研修の全日程に同行され，適宜有効なアドバイスをくださっ

た坂野専門家，JICA公共政策部，東京国際センター，研修監理員の皆様及び財団法人国際

民商事法センターの皆様方に厚く御礼申し上げたい。 

 ※ 本研修を担当した亀卦川教官は，2009年４月の定期異動により，東京地方検察庁に転

出しました。 

 






